(別添様式１)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：主要農作物対策費

	事業名:水田農業経営転換促進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　農政部　農産園芸課　水田農業担当　電話番号：058-272-1111（内2862）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11423@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：169,133千円（前年度予算額：167,730千円）

	事業内容


	１　事業の内容


農業者戸別所得補償制度の円滑な推進等により水田農業の経営安定を推進する。
(１)水田農業構造改革推進事業
・産地競争力強化に向けた土地利用型作物機械施設の効果的活用推進指導
　　・米穀の需要量に関する情報の収集と市町村別米穀の生産数量目標の設定等

(２)戸別所得補償制度事務費補助

　　・戸別所得補償制度の円滑な実施に向け、市町村及び農業再生協議会が実施する推
進活動や交付手続き事務等に要する経費を助成

(３)戸別所得補償制度推進事務
　　・戸別所得補償制度の円滑な実施に向け、県が実施する戦略作物及び地域振興策物

の生産振興や制度の普及・推進を実施
	２　所要経費


(１)水田農業構造改革推進事業　　　    500
(２)戸別所得補償制度事務費補助　　166,633
(３)戸別所得補償制度推進事業　　　　2,000
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　２儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる

　・認定農業者・法人経営体・集落営農組織を育成する
　・認定農業者等を地域農業の担い手と位置づけ、農地の利用集積を促進する
	２　これまでの取組状況


・市町村別米穀の生産数量目標の適切な設定を行うとともに、水田農業推進協議会と連

携し農業者戸別所得補償制度の加入促進活動等を実施した。

・競争力強化生産総合対策事業の実施市町村を対象に推進指導・事後指導を実施した。
	３　これまでの取組に対する評価


・平成２３年度の農業者戸別所得補償制度の加入申請は対象となる農業者の７６％

（40,802件）で、全国平均・東海平均を上回る加入率となり、円滑な制度推進が図

られている。
・産地競争力の強化に向け、共同利用施設の適切な導入が図られている。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	167,730
	166,633
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,097

	要求額
	169,133
	168,633
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	500

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


